
別紙様式２号

整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（栃木県　令和３(2021)年度）

メ
ニュー

①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

（円）

交付金 都道府県費 市町村費 その他

小山
市

株式会
社小林
菜園

野菜
（トマ
ト）

【野
菜】
栃木県
内にお
ける施
設園芸
面積の
うち、
高度環
境制御
装置の
ある施
設面積
の割合

1%未満
(0.35%)

(平成29年
度)

1.29ha
/

376.6ha
=0.342%

(切上げ）

1%未満
(0.47%)

(平成30年
度)

1.77ha
/

377.7ha
＝0.468%

（切上げ）

 1.10%

(令和元年
度)

4.18ha
/

380.1ha
＝1.099%

（切上げ）

1.10%

(令和２年
度)

4.18ha
/

380.1ha
＝1.099%

（切上げ）

0.7%
(2倍以上)
(令和２年

度)

2.64ha
/

376.6ha
=0.70%

(計画年の
２倍以上）

214.2%

(1.10%
－

0.35%)
/

(0.7%
-

0.35%)

整備した
施設をモ
デルに県
内に高度
環境制御
装置を導
入した施
設が増加
し、目標
を達成し
た。

野菜
（トマ
ト）

【野
菜】
高度環
境制御
技術や
雇用型
生産管
理技
術、ま
たは省
力化技
術を地
域に普
及する
指導者
数

２人
(平成29年

度)

２人
(平成30年

度)

４人
(令和元年

度)

５人
(令和２年

度)

５人以上
(令和２年

度)

100.0%

(5人-2
人)
/

(5人-2
人)

整備した
施設等で
得られた
知見を共
有するこ
とで、高
度環境制
御技術を
指導でき
る者の育
成が図ら
れた。

生産技術高
度化施設
(低コスト
耐候性ハウ
ス)

間口6.5m×
124m/120m
×5連/6連
棟+管理棟
9,651㎡

214,185,600 94,202,000 0 49,580,000 70,403,000 R元.6.28 　令和元年度から事業を開始し
ている。当該施設は令和元年東
日本台風で被害を受けたため、
栽培開始が遅れるなどして、当
初目標どおりに栽培はできな
かったが、令和２年産からは計
画通りの生産が可能となり、目
標を上回る収量を確保できた。
　当該施設をモデルとし、県内
に高度環境制御装置を有する施
設が導入されつつあり、その設
置面積は全体面積の1.10%と目
標を上回ることができた。ま
た、それに伴い、環境制御技術
等の指導者も当初２人だった
が、目標どおり５人の指導者を
育成することができた。

　計画通り目標達成と
なった。引き続き、次世
代施設園芸モデル施設と
して本県におけるトマト
生産技術の高度化に寄与
してもらいたい。

下野
市

株式会
社トマ
トパー
ク

野菜
（トマ
ト）

【野
菜】
当該品
目の10a
当たり
収量を
15%以上
増加

44.8t/10a
(平成28年

度)

総収量
252,276kg

／
ほ場面積
5,628㎡

45.5t/10a
(平成30年

度)

総収量
256,284kg

／
ほ場面積
5,628㎡

40.3t/10a
(令和元年

度)

総収量
634,940kg

／
ほ場面積
15,768㎡

39.2t/10a
(令和２年

度)

総収量
618,756kg

／
ほ場面積
15,768㎡

51.5t/10a
(令和２年

度)

▲
83.6%

(39.2t
－

44.8t)
/

(51.5t
-

44.8t)

灰色カビ
病による
欠株が多
数発生し
たため、
収量が確
保でき
ず、単位
収量は減
少してし
まった。

野菜
（トマ
ト）

【野
菜】
当該品
目の全
出荷量
に占め
る契約
取引の
割合を
３３ポ
イント
以上上
昇

48.38%
(平成28年

度)

うち契約
57,510,081

円
／

総出荷額
118,881,34

2円

81.03%
(平成30年

度)

うち契約
94,139,300

円
／

総出荷額
116,182,37

1
円

92.80%
(令和元年

度)

うち契約
203,682,46

7円
／

総出荷額
219,564,60

1円

90.75%
(令和２年

度)

うち契約
183,959,23

1円
／

総出荷額
202,706,38

2円

81.38%
(令和２年

度)

129.5%

(90.75
-

48.38)
/

(81.38
-

48.38)
*100

コロナに
よる飲食
業の打撃
から業務
需要が減
少した。
そのた
め、契約
割合も前
年度を下
回った
が、目標
値の達成
は継続出
来てい
る。

高度環境制
御栽培施設
11,800㎡

583,200,000 256,500,000 0 0 326,700,000 R元.6.20 　平成30年度の実施事業である
が、令和元年に竣工したため、
令和元年度から栽培を開始し
た。
　本事業を活用したことを契機
として、契約取引が進み、事業
実施前に約48%だった契約取引
の割合が令和2年報告時、約93%
と大幅に増加し、経営が安定化
した。本年、約85％と落ち込む
が、目標値は超えている。な
お、これは、コロナによるトマ
トの業務需要減少の影響であ
る。
　本年の栽培状況は、令和元年
度に発生した黄化葉巻ウィルス
は完全に克服したものの、灰色
カビ病による収量減を招いてお
り、今後も生産性向上に向け、
病害虫対策の徹底をしていく。

　目標年度の達成には至
らなかった。
　全出荷量に占める契約
取引割合の増について
は、新型コロナウイルス
感染症の影響による業務
用需要減少の影響はあっ
たものの、目標達成と
なった。
　しかし、単位面積当た
りの収量増については、
２年連続で病害虫の影響
を受け目標達成に至らな
かった。
　引き続き、目標収量を
確保するため、次期作に
向けて病害虫対策を徹底
するよう、適宜指導を
行っていく。

塩谷
町

塩野谷
農業協
同組合

土地利
用型作
物
（稲）

【土地
利用型
作物
（稲
（新規
需要米
を除
く。）
）】
契約栽
培取扱
量の増
加

30.6%
(平成28年

度)

契約取引量
2,310t

／
取扱量
7,558t

65.7%
(平成30年

度)

契約取引量
3,924t

／
取扱量
5,974t

59.8%
(令和元年

度)

契約取引量
3,165t

／
取扱量
5,294t

56.4%
(令和２年

度)

契約取引量
2,906t

／
取扱量
5,154t

60.6%
(令和２年

度)

契約取引量
4,770t

／
取扱量
7,870t

86.0%

（56.4
%
-

30.6%
）
/

（60.6
%
-

30.6%
）

委託先及
び実需と
連携を
図った
が、コロ
ナ禍によ
る業務需
要の減少
の影響に
より、目
標を下回
る結果と
なっ
た。。

土地利
用型作

物
（稲）

【土地
利用型
作物
（稲
（新規
需要米
を除
く。）
）】
下位等
級指数
の削減

9.2%
（事業実施
年度の前７
中５平均）

30.4%
(平成30年

度)

（下位等級
971ｔ

/
出荷総量
3,199ｔ）

17.8%
(令和元年

度)

（下位等級
515ｔ

/
出荷総量
2,900ｔ）

26.5%
(令和２年

度)

（下位等級
761ｔ

/
出荷総量
2,870ｔ）

4.6%
(令和２年

度)

（下位等級
132ｔ

/
出荷総量
2,870ｔ）

▲
376.0%

（26.5
%
-

9.2%）
/

(4.6%
-

9.2%)

施設調整
品はすべ
て１等と
なったが
個体集荷
品で下位
等級が多
く発生
し、目標
を下回っ
た。

穀類乾燥調
製貯蔵施設
等増強

塩谷RC
色彩選別機
1式、その
他付帯設備

21,060,000 9,732,000 0 0 11,328,000 H31.3.19 　契約栽培については、委託先
及び実需と連携をとったが、コ
ロナ禍による業務需要減の影響
により前年度から減少し56.4％
の実績となった。
　出穂後の高温により、カメム
シの発生が多く、着色粒が増加
傾向にあるが、色彩選別機の導
入により施設調整品は全て一等
となった。しかし、個体出荷分
については、令和２年度も着色
粒の発生により下位等級が出て
おり、令和2年産米の下位等級
比率は26.4％と令和元年産米の
17.8％を上回り、目標の4.6％
には至らなかったことから、個
体出荷者を中心に施設利用の推
進を図る。

　成果目標の達成には至
らなかった。
　契約取引割合の増につ
いては、新型コロナウイ
ルス感染症の影響による
業務用需要減少の影響が
あり、未達成となった。
　下位等級指数の削減に
ついては、地域への防除
等、気象や生育に関する
情報を生産者に適時適切
に提供することで、気候
変動にも対応した高品質
安定栽培の推進を支援し
ていく。
　また、施設調整品が全
て一等となったことから
施設利用の優位性は明ら
かであるので、個体出荷
者に対しても施設利用を
促すなど、成果目標を着
実に達成するための取組
となるよう指導してい
く。

達成率

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時
(平成29年)

１年後
(平成30年)

２年後
(令和元年)

３年後
(令和２年)

１年後
(平成30年)

２年後
(令和元年)

３年後
(令和２年)

目標値
(令和２年)

目標値
(令和２年)

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

市町
村名

事業実
施主体

名

成果目
標の具
体的な
内容①

事業実施後の状況①

成果目標
の具体的
な実績①

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施後の状況②

成果目標
の具体的
な実績②

負担区分（円）

完了
年月日

事業実施主体の評価 都道府県の評価
備
考

（対象
作物・
畜種等
名）①

計画時
(平成29年)



メ
ニュー

①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

（円）

交付金 都道府県費 市町村費 その他
達成率

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時
(平成29年)

１年後
(平成30年)

２年後
(令和元年)

３年後
(令和２年)

１年後
(平成30年)

２年後
(令和元年)

３年後
(令和２年)

目標値
(令和２年)

目標値
(令和２年)

市町
村名

事業実
施主体

名

成果目
標の具
体的な
内容①

事業実施後の状況①

成果目標
の具体的
な実績①

成果目
標の具
体的な
内容②

事業実施後の状況②

成果目標
の具体的
な実績②

負担区分（円）

完了
年月日

事業実施主体の評価 都道府県の評価
備
考

（対象
作物・
畜種等
名）①

計画時
(平成29年)

さく
ら市

塩野谷
農業協
同組合

土地利
用型作
物
（稲）

【土地
利用型
作物
（稲
（新規
需要米
を除
く。）
）】
契約栽
培取扱
量の増
加

30.6%
(平成28年

度)

契約取引量
2,310t

／
取扱量
7,558t

65.7%
(平成30年

度)

契約取引量
3,924t

／
取扱量
5,974t

59.8%
(令和元年

度)

契約取引量
3,165t

／
取扱量
5,294t

56.4%
(令和２年

度)

契約取引量
2,906t

／
取扱量
5,154t

60.6%
(令和２年

度)

契約取引量
4,770t

／
取扱量
7,870t

86.0%

（56.4
%
-

30.6%
）
/

（60.6
%
-

30.6%
）

委託先及
び実需と
連携を
図った
が、コロ
ナ禍によ
る業務需
要の減少
の影響に
より、目
標を下回
る結果と
なっ
た。。

穀類乾
燥調製
貯蔵施
設等再
編利用

【土地
利用型
作物
（稲
（新規
需要米
を除
く。）
）】
施設の
再編利
用によ
る利用
率の向
上

112.7%
(平成28年

度)

(主食
1,554ｔ
新規

1,827ｔ

計
3,381ｔ

/
3,000ｔ)

83.9%
(平成30年

度)

(主食
1,538ｔ
新規

1,651ｔ

計
3,189ｔ

/
3,800ｔ）

　 83.9%
(令和元年

度)

(主食
1,197ｔ
新規

1,595ｔ

計
2,792ｔ

/
3,800ｔ）

67.8%
(令和２年

度)

(主食
1,140ｔ
新規

1,435ｔ

計
2,575ｔ

/
3,800ｔ）

100%
(令和２年

度)

(主食
2,007ｔ
新規

1,793ｔ

計
3,800ｔ

/
3,800ｔ)

▲
192.3%

（2,57
5t-

3,381t
）/

（3,80
0t-

3,381t
）

サイロ増
設によ
り、荷受
け・調整
が円滑に
対応でき
たが、取
扱数量の
減少によ
り利用率
が低下し
た。

穀類乾燥調
製貯蔵施設
等増強

氏家CE
サイロ冷却
設備１基
（付帯設
備、その他
付帯設備）

59,400,000 27,452,000 0 0 31,948,000 H31.3.19 　契約栽培については、委託先
及び実需と連携をとったが、コ
ロナ禍による業務需要減の影響
により前年度から減少し56.4％
の実績となった。
　小規模農家の離農等による大
規模農家への農地の集約と、フ
レコン出荷への移行の影響によ
り、主食用米は160ｔ、飼料用
米が57ｔ減少し、利用率につい
ては67.8％となった。
　今後は、主食用米（なすひか
り）の他施設からの移行受入と
生産指導の徹底により施設利用
率の向上に努める。また、安全
安心な米作りのためチラシ配
布、チェックシートによるGAP
の取り組みをおこなっている
が、研修会の開催等一層の強化
を図り、契約栽培の拡大等につ
なげたい。

　成果目標の達成には至
らなかった。
　契約取引割合の増につ
いては、新型コロナウイ
ルス感染症の影響による
業務用需要減少の影響が
あり、未達成となった。
　利用率については年々
低下していることから、
原因をしっかりと分析
し、大規模農家への利用
促進など、地域ニーズを
反映した対策を講じるよ
う指導していく。

高根
沢町

塩野谷
農業協
同組合

土地利
用型作
物
（稲）

【土地
利用型
作物
（稲
（新規
需要米
を除
く。）
）】
契約栽
培取扱
量の増
加

30.6%
(平成28年

度)

契約取引量
2,310t

／
取扱量
7,558t

65.7%
(平成30年

度)

契約取引量
3,924t

／
取扱量
5,974t

59.8%
(令和元年

度)

契約取引量
3,165t

／
取扱量
5,294t

56.4%
(令和２年

度)

契約取引量
2,906t

／
取扱量
5,154t

60.6%
(令和２年

度)

契約取引量
4,770t

／
取扱量
7,870t

86.0%

（56.4
%
-

30.6%
）
/

（60.6
%
-

30.6%
）

委託先及
び実需と
連携を
図った
が、コロ
ナ禍によ
る業務需
要の減少
の影響に
より、目
標を下回
る結果と
なっ
た。。

穀類乾
燥調製
貯蔵施
設等再
編利用

【土地
利用型
作物
（稲
（新規
需要米
を除
く。）
）】
施設の
再編利
用によ
る利用
率の向
上

117.5%
(平成28年

度)

(主食
1,063ｔ
新規

2,461ｔ

計
3,524ｔ

/
3,000ｔ)

102.8%
(平成30年

度)

(主食
1,230ｔ
新規

2,781ｔ

計
4,011ｔ

/
3,900ｔ）

92.1%
(令和元年

度)

(主食
1,020ｔ
新規

2,573ｔ

計
3,593ｔ

/
3,900ｔ）

82.8%
(令和２年

度)

(主食
988t
新規

2,242t

計
3,230t

/
3,900t）

100%
(令和２年

度)

(主食
1,250ｔ
新規

2,650ｔ

計
3,900ｔ

/
3,900ｔ)

▲
78.1%

(3,230
t
-

3,524t
)
/

(3,900
t
-

3,524t
)

調整設備
の能力向
上によ
り、作業
の効率化
が図られ
たが、飼
料用米の
作付面積
の減少に
より目標
を達成出
来なかっ
た。

乾燥調製施
設
（主食用米
900t、
新規需要米
1,500t）
荷受設備1
式
、乾燥設備
1式、予備
乾燥設備1
式、籾摺調
製設備1
式、色彩選
別機、建屋
1式

101,520,000 46,400,000 0 0 55,120,000 H31.3.19 　契約栽培については、委託先
及び実需と連携をとったが、コ
ロナ禍による業務需要減の影響
により前年度から減少し56.4％
の実績となった。
　令和2年産米の施設利用につ
いては、小規模農家の離農等に
よる大規模農家への農地の集積
とフレコン出荷へ移行、また、
飼料用米の作付面積の減少で、
主食用米は32ｔ、飼料用米が
331ｔ減少し、利用率は、
82.8％となった。

　成果目標の達成には至
らなかった。
　契約取引割合の増につ
いては、新型コロナウイ
ルス感染症の影響による
業務用需要減少の影響が
あり、未達成となった。
　利用率については年々
低下していることから、
原因をしっかりと分析
し、大規模農家への利用
促進など、地域ニーズを
反映した対策を講じるよ
う指導していく。

55.8%
総合所

見

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の４の（２）のアのただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県
平均達成率

新型コロナウイルス感染症の影響等により、４つの実施地区において目標達成には至らなかった。それぞれの改善計画が適切に実行され早期に目標達成できるよう、進捗を適宜確認し指導していく。


